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○ 優良協働事例の紹介（平成 25年度） 

 

「東日本大震災支援県民本部の活動」 

平成 25年度信州協働大賞【特別賞】 

 

１ 主な協働の主体 

  主団体：東日本大震災支援県民本部（平成 24年 4月 20日解散） 

  長野県経営者協会 

長野県中小企業団体中央会 

長野県商工会議所連合会 

長野県商工会連合会 

長野県農業協同組合中央会・各連合会 

ＮＰＯ 

長野県社会福祉協議会 

  長野県（危機管理部危機管理防災課、企画部県民協働・ＮＰＯ課、次世代サポート課、健康

福祉部地域福祉課） 

  長野県教育委員会（教育総務課） 

 

２ 事業に至った経過 

震災発生の５日後（平成 22 年３月 16日）、のちに「東日本大震災支援県民本部」設立発起人

となる一部の団体関係者が知事室を訪れ、官民協働による被災地支援の必要性について話し合

いが行われました。県を含む様々な団体が、被災地に対

して支援物資や人材の派遣等を始めていましたが、被災

地からの情報が錯綜する中、かつて経験したことのない

未曾有の大震災支援には、「これまでにない県民の思い

や被災地からのニーズを受け止めるための対策が必ず

必要となる」との意見により、様々な検討がなされたの

ち、官民協働の支援プロジェクトとして「東日本大震災

支援県民本部」が誕生しました。 

 

３ 事業内容 

(1) 東日本大震災支援県民本部運営委員会の開催 

 被災地からのニーズや県民への情報提供に関する

具体的な活動方法等の話し合いを実施 

 開催回数 15 回 

 

 

(2) 相談対応 
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行政機関で受け付けていない小口の支援物資の提供に関する相談やボランティアの受け入

れ情報や手続きの相談に対応 

相談件数 507件 

 

(3) 栄村への支援 

栄村の復興を考えるワークショップの開催や県

内からのりんごや軽トラックの寄贈などの支援を

実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 子どもリフレッシュ＆交流事業応援プロジェクトの

実施 

 

ア 子どもリフレッシュ募金の活動 

マスコミ各社の協力を得た広報活動や長野駅前街

頭募金活動などを実施 

  募金総額 448口 25,374,060円 

 

 

 

 

 

イ 子どもリフレッシュ募金助成事業の実施 

  子どもリフレッシュ募金助成事業選定委員

会により助成事業を決定の上実施 

  事業数 64 件、参加子ども数 1,723人 

  （本部解散後、子どもリフレッシュ事業助

成委員会（H25.12.2解散）で実施） 

 

 

 

 (5) 情報発信  

 活動報告を掲載した「けんみんほんぶ」を制作し、社会福祉協議会などを通じて、県内に
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避難されている方などに配付 

    

  

(6) シンポジウムの開催 

平成 24年２月 26日長野市の勤労者助成会館し

なのきにおいて、「被災者の声、県民の思い、未

来のために」と題したシンポジウムを開催 

 

 

 

 

４ 各主体の役割分担 

県 県民本部事務局の設置場所の提供 

県民本部は事業の実施主体ではなく、調整コーディネート機能を担っているため、各団体が

県民本部運営委員会の話し合いに基づき、得意な分野で協力しました。 

 

５ 事業の成果 

 官民協働によりそれぞれの協働主体の間で信頼関係が構築されたことで、様々な成果があり

ました。 

 

 (1) 震災、ボランティア情報の収集、共有、発信 

国・自治体を通じた被災地情報、ボランティア情報は、県等と連携し情報共有できました。 

被災地に入った人たちが現地で得た情報や支援ニーズ、県内に避難した人たちを支援して

いる団体や県民が感じている支援ニーズ等の情報を収集、発信ができました。 

 

 (2) 県民の思いを受け止め、つなぐ（被災者・被災地のニーズとマッチング） 

県民や企業、団体からの申出を受け、ボランティアを求めている被災地自治体や申出内容
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に合致する支援活動を行う団体などとのコーディネートができました。 

支援物資については、行政の窓口が対応できない小口のものを被災地に届けたり、被災地

からの個別の要請を県民の支援とつないだりすることができました。 

 

 (3) 子どもリフレッシュ＆交流事業応援プロジェクト 

 東日本の被災地から子ども達を県内に招待し、キャンプ等で交流したり、長野県栄村の

子ども達にリフレッシュしてもらったりするため、県民本部が募金の募集を行いました。 

この募金から、県内の多くの団体が行う交流事業などに対し助成が行われ、被災地の子ど

もたちにたくさんの楽しい思い出と笑顔を送ることができました。 

 

６ 今後の予定 

平成 24 年 4 月 20 日解散したため、活動予定はありませんが、これからの災害対策や県民参

加の協働の機会となりました。 

今回のような大規模災害が発生した際の官民協働による被災者支援のモデルとして、ノウハ

ウが活かされることが期待されます。 


